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1．財政再計算の基本方針  

（1）制度改正の概要  

（2）経済前提の考え方  

（3）加入者数の前提について  

（4）財政方式について  

（5）給付水準や掛金率設定の考え方  

（6）その他、再計算に当たって前提とした考え方（特記すべき事項）   

2．財政再計算に用いた基礎数・基礎率とその作成方法  

（1）基礎数・基礎率の種類   

①基礎数   

②基礎率  

（2）基礎数・基礎率に関して特記すべき事項  

（3）基礎数   

①基礎数の元となる統計の概要と算定方法等   

②基礎数を基に作成した資料   

③基礎数の具体的な数値  

（4）基礎率   

①基礎率の元となる統計の概要と算定方法等   

②主な基礎率 〈グラフ〉   

③基礎率の具体的な数値   

3．将来見通しの推計方法に関する資料  

（1）将来推計の全体構造がわかるレベルのフローチャート  

（2）年次別推計の算定式レベルでの計算過程  

（3）推計方法に関して特記すべき事項   

4．将来見通しの推計結果に関する資料  

O「改正後」（平成16年財政再計算）の推計結果  

（1）加入者数、被扶養配偶者数（3号）、標準給与総額の見通し  

（2）年金種別別 受給者数及び年金額の見通し   

①年金種別別 受給者数の見通し   

②年金種別別 年金額の見通し  

（3）財政見通し  

（4）区分別給付費の見通し   

（D過去期間分・将来期間分別×年金種別別 給付責   

②給付の内訳別×年金種別別 給付費  

（5）給付水準の見通し  

（6）基礎年金拠出金等の見通し   

（D基礎年金拠出金算定対象者数の見通し   

②基礎年金給付真の見通し   

③基礎年金拠出金の見通し   

④基礎年金交付金の見通し   

⑤基礎年金国庫負担額の見通し   

（7）公的年金被保険者数の見通し   

5．安定性の検証に関する資料  

（1）財政指標の見通し   

①財政指標の見通し（総括表）   

②年金扶養比率の見通し   

③総合費用率の見通し  

④独自給付費用率の見通し   

⑤収支比率の見通し   

⑥積立比率の見通し  
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（2）マクロ経済スライドのスライド調整率の見通し  

（3）基礎年金拠出金に相当する掛金率の見通し  

（4）財政見通しにおける積立金の取り崩し分及び運用収入分の料率換算の見通し  

（5）共済年金（私学共済）の財源と給付の内訳（運用利回りによる換算）   

6．前提等を変更した場合の試算に関する資料  

（1）財政再計算で用しヽられた前提を変更した場合の推計結果（概要）   

①給付水準（所得代替率）の見通し   

②掛金率の見通し   

③加入者数の見通し   

④受給者数の見通し   

⑤財政見通し  

（2）制度改正の影響を検証するために条件の組合せを変えた場合の推計結果（概要）   

①給付水準（所得代替率）の見通し   

②掛金率の見通し   

③財政見通し   

7．公平性の検証に関する資料  

（1）職域部分を除いた場合の掛金率の将来推移   

8．年金数理担当者の所見   

9．情報公開について  

厚生年金のみ   
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1．財政再計算の基本方針  

（1）制度改正の概要  

・ 財改再計算の前提となる制度設計の見直しとして、私立学校数職員共済法等の一部を改正  
する法律が平成16年6月に成立したが、その改正項目は下記の表のとおりである。  

項  目   実  施  日   
①年金額改定方式の見直し（マクロ経済スライドの導入）   

平成16年10月1日   
②基礎年金拠出金に対する国庫負担割合の引上げ   

③60歳台前半の在職中の年金支給の見直し   

④育児休業中の掛金免除期間の延長   

⑤育児休業終了後の標準給与の改定   
平成17年4月1日  

⑥3歳未満の子を養育する者にかかる年金額算定の特例   

⑦障害基礎年金との併給調整の見直し   平成18年4月1日   

⑧70歳以上在職者に対する年金支給の見直し   

⑨退職共済年金の繰下げ制度の導入   

⑩退職共済年金受給権者に対する遺族共済年金の支給方法の見直し   平成19年4月1日  

⑪子のない30歳未満の遺族である妻の遺族共済年金の見直し   

⑫離婚等の場合における年金の分割制度の創設   

⑬被扶養配偶者であった期間にかかる年金の分割制度の創設   平成20年4月1日   

（2）経済前提の考え方   

・賃金上昇率・物価上昇率・運用利回り等の経済前提については、厚生年金等他制度の財政   
見通しにおける前提との整合性を図るため、他制度と共通のものとした。   

． 私学共済年金の給付水準については、従来から厚生年金の給付水準との均衡を維持してき   
た経緯を踏まえ、今回導入したマクロ経済スライドに係るスライド調整率及び調整期間につ   
いては、厚生年金と同一のものとした。  

（3）加入者数の前提について   

．加入者数の将来見通しについては、厚生年金等他制度と同様に、将来推計人口を推計の基   
本とした。  

具体的には、学種毎の加入者数を各年の学齢対象人口の減少に応じて減少させることとし   

た。（学齢対象人口は、「日本の将来推計人口（平成14年1月推計）」（国立社会保障・人口   
問題研究所）における中位推計に基づいている。）   

．ただし、すでに学齢対象人口は減少しているにもかかわらず、平成16年度現在依然とし   
て加入者が増加している状況に鑑み、平成17年度から平成19年度の3年間については、平成16   
年度未実績見込の加入者数で一定とした。  

なお、このことは前回再計算の学齢対象人口比例モデルにおいて、平成15年度末に加入者   
数が減少すると見込んだところ実績では増加し、見込と実績が大きく帝離したことにも配慮   
したものである。  

ー1－   



（4）財政方式について   

．財政方式については、従来は、財政再計算時点で将来にわたって一通りの保険料率（掛金   
率）を設定し収支の均衡を図る平準保険料方式を採っていたが、今回の財政再計算では他制度   
と同様の段階保険料方式に変更した。   

．段階保険料方式を採用することにより、掛金率の引上げ幅と最終掛金率との組み合わせが   
複数通り設定可能となり、平成13年3月の閣議決定事項である保険料引上げの前倒しにも対応   
できることとなる。   

． また、私学共済年金の給付水準については、マクロ経済スライドを導入する等、厚生年金   
の給付水準の調整と同様の措置を講ずることとしている。 このため、厚生年金とは財政状況   
が異なる中、保険料水準（最終掛金率）を固定することは困難であることから、従来どおり   
原則5年毎の財政再計算を行い、保険料を見直すこととした。   

．加えて、今回の財政再計算では、他制度と同様に、財政再計算時以降おおむね100年間の財   
政収支の均衡を図ることを前提とした有限均衡方式（最終年度の積立度合は1としている）   
による計算を行うこととした。   

（5）給付水準や掛金率設定の考え方   

・ 給付水準の設定については、前述（1）及び（2）を反映している。   

．掛金率については、私学共済年金には厚生年金相当部分に加えて、職域年金部分が設計さ   
れていることを勘案した合理的な範囲で厚生年金よりも高い最終掛金率となるよう、掛金率   
の引上げを計画していくこととした。   

．上記の考え方を前提に、引上げ幅を最も低くした場合、毎年2．31／1000ずつ引き上げるこ   
ととなり、最終掛金率は207／1000となる。この最終掛金率は、厚生年金より24／1000高くな   
り、国共済及び地共済と比べても19／1000高くなる見通しである。この場合には、後世代の   
負担が他の年金制度より相当大きくなる。  

．次に、保険料引上げの前倒しを行い、その引上げ幅を同じ職域年金部分を有する国共済及   
び地共済の基本的な引上げ幅と同率の毎年3．54／1000ずつ引き上げることとした場合、最終   
掛金率は185／1000となり、厚生年金より2／1000高く、国共済及び地共済より3／1000低くな   
る見通しである。この場合、後世代の負担は、他の年金制度と同程度に抑えられることにな   
る。また、最終掛金率は厚生年金より高い水準となり、共通部分についての費用負担の平準   
化を図るという閣議決定の趣旨にも沿うことになる。   

．以上の財政再計算の結果に基づき、私学共済年金財政の安定性の確保、後世代の負担軽減   
及び他の年金制度との均衡等について総合的に検討した結果、現行の掛金率104．6／1000を平   
成17年4月以降毎年3．54／1000ずつ引き上げることとした。   

．なお、上述のとおり、5年後に改めて財政再計算を行い、その結果を踏まえて、次期再計   
算時以降の掛金率を見直す予定である。  

（6）その他、再計算に当たって前提とした考え方く特記すべき事項）  

なし  
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